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Ⅰ 令和４年度病院局主要施策の概要

一昨年から始まった新型コロナウイルス感染症の拡大による医療需要や近年の医療を取り巻く環境が変化する中、県立病院においては、県民医療の最
適化を見据え、医療の質の向上や経営財政基盤の強化に向けた取組みを推進するとともに、それぞれの圏域で拠点機能を果たしていくことが求められて
いる。
このような状況下において、各圏域に応じた医療を提供し、県立病院としての役割を果たすため、「徳島県病院事業経営計画（第２期）」に基づき、

安定的かつ継続的な経営基盤の構築を図り、諸施策を着実に推進することにより「県民に支えられた病院として、県民医療の最後の砦となる」との病院
事業基本理念の下、さらにその使命の実現に取り組む。

１ 医療機能の強化・向上
(1) 中央病院においては、総合メディカルゾーン本部として、急性期・救急医療、高度先進医療、災害医療等で県の中心的な役割を担うとともに、高
度救命救急医療の充実を図るため、陰圧設備を備えた感染症外来を有するＥＲ棟を整備し、全圏域に対応した医療機能の更なる機能強化に取り組む。

(2) 三好病院においては、四国中央部の中核拠点として、救急医療及び手術・放射線治療・化学療法・緩和ケアによる「フルセットのがん医療」を提
供しつつ、地域医療支援病院として、県西部の医療機関との連携を進め、地域完結型の医療体制の構築に貢献する。

(3) 海部病院においては、南海トラフ巨大地震を迎え撃つ「先端災害医療の拠点」として機能の充実・強化を図るとともに、地域医療を担う総合診療
医の育成や在宅医療の連携推進等による「地域包括ケアシステム」への更なる貢献により、地域医療機関と密接に連携した質の高い医療提供体制の
構築を図る。

(4) 県内公立・公的病院との包括的な連携体制「徳島医療コンソーシアム」において、先行して県立病院間で実施する「５Ｇ遠隔医療」を展開するこ
とにより、「地域医療支援の充実」及び「医療の質の向上」を図るとともに、情報共有と相互理解を深め、本県の「医療提供体制の発展」に取り組
む。

(5) 医療技術の進歩と複雑多様化する医療需要に対応するため、各病院において医療器械・備品等の計画的な整備を図る。

２ 医療人材の確保と育成の推進
(1) 臨床研修病院として研修環境の充実を図るとともに、地域枠医師及び若手医師の受入体制や教育環境の充実に取り組み、各圏域で求められる医療
機能を確保するため、地域医療に従事する医師確保に努める。

(2) 高度・専門化する医療に対応した認定看護師や認定薬剤師などの医療従事者の育成にも計画的に取り組み、より一層、患者に寄り添った医療の提
供を目指す。

３ 経営財政基盤の強化
(1) 国の医療制度改革の方向性と各病院の機能に即して新たな施設基準の取得や診療報酬改定への迅速・的確な対応を図り、収入確保の強化に取り組
む。

(2) 徳島大学病院や徳島県鳴門病院等と連携した医薬品等の共同購入を推進するとともに、委託業務の効率的な執行に努め、経費削減の強化と効率化
を推進する。
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Ⅱ　提出予定案件

１　病　院　事　業　会　計

（１）令和４年度徳島県病院事業会計予算

　　ア　業務の予定量

（床）

（人）

（人）

（人）

（人）

(千円)

(千円)

区 分 中 央 病 院 三 好 病 院 海 部 病 院 本 局 計

病 床 数 460 220 110 － 790

入 院 125,925 50,735 26,280 － 202,940

外 来 134,865 64,881 44,955 － 244,701

入 院 345 139 72 － 556

外 来 555 267 185 － 1,007

病 院 増 改 築 工 事 費 3,040,223 0 0 0 3,040,223

医療器械及び備品購入費 1,190,204 233,321 47,625 2,000 1,473,150

年 間 患 者 数

一 日 平 均 患 者 数

主要な建設改良事業
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　　イ　収益的収入及び支出

　　　　収　入

１

１

１

２

３

４

２　医業外収益

１

２

３

４

５

（単位：千円）

科　　　目
４ 年 度

当初予定額
前  年  度
当初予定額

比 較 ４ 年 度 当 初 予 定 額 の 病 院 別 内 訳

款 項 目 Ａ Ｂ
増　減
Ａ－Ｂ

率
Ａ／Ｂ×100

中 央 病 院 三 好 病 院 海 部 病 院 本 局

病 院 事 業 収 益 25,542,380 24,663,698 878,682 103.6 17,764,274 5,125,301 2,625,002 27,803

医 業 収 益 21,823,182 21,031,689 791,493 103.8 15,505,754 4,247,469 2,069,959 0

入 院 収 益 14,512,527 13,931,922 580,605 104.2 10,535,180 2,821,663 1,155,684 0

外 来 収 益 5,482,257 5,245,629 236,628 104.5 3,831,520 977,168 673,569 0

負 担 金 交 付 金 1,300,501 1,300,489 12 100.0 738,969 367,973 193,559 0

そ の 他 医 業 収 益 527,897 553,649 △ 25,752 95.3 400,085 80,665 47,147 0

医 業 外 収 益 3,719,198 3,632,009 87,189 102.4 2,258,520 877,832 555,043 27,803

受 取 利 息 配 当 金 93 350 △ 257 26.6 0 0 0 93

補 助 金 137,229 95,843 41,386 143.2 122,815 8,516 5,898 0

負 担 金 交 付 金 2,353,713 2,333,365 20,348 100.9 1,426,213 576,647 323,360 27,493

長 期 前 受 金 戻 入 1,102,533 1,019,385 83,148 108.2 624,231 267,215 210,871 216

その他医業外収益 125,630 183,066 △ 57,436 68.6 85,261 25,454 14,914 1
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　　　　支　出

１

２

４

５

６

２　医業外収益

１

２

３

４

（単位：千円）

科　　　目
４ 年 度

当初予定額
前  年  度
当初予定額

比 較 ４ 年 度 当 初 予 定 額 の 病 院 別 内 訳

款 項 目 Ａ Ｂ
増　減
Ａ－Ｂ

率
Ａ／Ｂ×100

中 央 病 院 三 好 病 院 海 部 病 院 本 局

914,233 441,780 0

給 与 費 12,803,184 12,563,512 239,672 101.9 8,164,851 3,033,733 1,357,078 247,522

減 価 償 却 費 2,051,181 1,955,001 96,180 104.9 1,211,136 452,473 387,139 433

資 産 減 耗 費 41,302 33,779 7,523 122.3 28,751 2,908 9,643 0

研 究 研 修 費 122,862 124,786 △ 1,924 98.5 86,070 23,825 11,925 1,042

医 業 外 費 用 1,432,841 1,026,122 406,719 139.6 1,091,146 226,446 111,128 4,121

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

327,445 330,596 △ 3,151 99.0 258,572 37,284 28,589 3,000

長期前払消費税償却 193,623 186,664 6,959 103.7 110,974 39,500 42,028 1,121

36,700 0

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

36,996 35,062 1,934 105.5 24,476 8,709 3,811 0

１ 病 院 事 業 費 用 26,526,470 25,583,839 942,631 103.7 17,679,423 5,735,055 2,818,690 293,302

１ 医 業 費 用 25,093,629 24,557,717 535,912 102.2 16,588,277 5,508,609 2,707,562 289,181

３ 経 費 4,384,196 4,348,541 35,655 100.8 2,762,578 1,081,437 499,997 40,184

材 料 費 5,690,904 5,532,098 158,806 102.9 4,334,891

雑 損 失 874,777 473,800 400,977 184.6 697,124 140,953
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　　ウ　資本的収入及び支出

　　　　収　入

１

１

２　医業外収益

１

３

１

（単位：千円）

科　　　目
４ 年 度

当初予定額
前  年  度
当初予定額

比 較 ４ 年 度 当 初 予 定 額 の 病 院 別 内 訳

款 項 目 Ａ Ｂ
増　減
Ａ－Ｂ

率
Ａ／Ｂ×100

中 央 病 院 三 好 病 院 海 部 病 院 本 局

企 業 債 4,419,000 2,509,000 1,910,000 176.1 4,145,000 229,000 45,000 0

0

負 担 金 977,570 873,814 103,756 111.9 605,851 167,619 203,100 1,000

企 業 債 4,419,000 2,509,000 1,910,000 176.1 4,145,000 229,000 45,000

一 般 会 計 負 担 金 977,570 873,814 103,756 111.9 605,851 167,619 203,100 1,000

0 100.0 0 0 0 5,000,000

他会計からの借入金 5,000,000 5,000,000 0 100.0 0 0 0 5,000,000

１ 資 本 的 収 入 10,460,174 8,383,439 2,076,735 124.8 4,814,455 396,619 248,100 5,001,000

４ 補 助 金 63,604 625 62,979 10,176.6 63,604 0 0 0

一 般 会 計 か ら の
短 期 借 入 金

5,000,000 5,000,000

01 一 般 会 計 補 助 金 63,604 625 62,979 10,176.6 63,604 0 0
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　　　　支　出

２　医業外収益

１

３

１

２

３

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額1,163,228千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額11,196千円及び過年度分損益勘定留保
資金1,152,032千円で補てんするものとする。

比 較 ４ 年 度 当 初 予 定 額 の 病 院 別 内 訳

款 項 目 Ａ Ｂ
増　減
Ａ－Ｂ

率
Ａ／Ｂ×100

中 央 病 院 三 好 病 院 海 部 病 院 本 局

企 業 債 償 還 金 1,867,499 1,694,094 173,405 110.2 1,178,457 322,077

２ 資 産 購 入 費 1,475,680 390,004 1,085,676 378.4 1,192,734 233,321

366,965 0

企 業 債 償 還 金 1,867,499 1,694,094 173,405 110.2 1,178,457 322,077 366,965 0

他 会 計 か ら の
借 入 金 償 還 金

5,240,000 5,240,000 0 100.0 60,000 60,000 120,000 5,000,000

一 般 会 計 か ら の
長期借入金償還金

40,000 40,000 0 100.0 0 0 40,000 0

電 気 事 業 会 計 か ら の
長 期 借 入 金 償 還 金 200,000 200,000 0 100.0 60,000 60,000 80,000 0

0 5,000,000
一 般 会 計 か ら の
短期借入金償還金

5,000,000 5,000,000 0 100.0 0 0

１ 資 本 的 支 出 11,623,402 9,481,848 2,141,554 122.6 5,471,414 615,398 534,590 5,002,000

（単位：千円）

科　　　目
４ 年 度

当初予定額
前  年  度
当初予定額

3,040,223 0 0 0

１ 建 設 改 良 費 4,515,903 2,547,754 1,968,149 177.3 4,232,957 233,321 47,625

47,625 2,000

2,000

１ 病院増改築工事費 3,040,223 2,157,750 882,473 140.9
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　  エ　企　業　債

　  オ　一時借入金

千円

　  カ　議会の議決を経なければ流用することのできない経費

千円

　  キ　たな卸資産の購入限度額  

千円

　  ケ　重要な資産の取得

名称 数量

取得する資産

（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

病院整備事業 4,419,000

限 度 額 5,000,000

職員給与費 12,803,184

限 度 額 5,860,000

種類

医療器械 血管造影Ｘ線診断装置 一式

証書借入又は証券発行
年５％以内（ただし、利率見直し方式で借り入れ
る資金について、利率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

融資機関の融資条件による。ただし、必要の生
じた場合は全部若しくは一部繰上償還し、又は
借換えすることができる。
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